
書式第17号 (法第55条関係)

特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項を記載した書類

法人名
特定非営利活動法人日本ファンドレイジ

ング協会
事業年度 2023年4月 1日～2024年3月 31日

1 資金に関す
い
る事項[①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]

※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

(1) 明細

(2)借入金の明細

その他

金  額収 益 源 泉 の 内 訳

1,464,αЮ円運営会員受取会費

25,865,ⅨЮ円賛同会員受取会費

円受取寄付金

4,947,570円受取一般寄付金

25,0(Ю円Gi宙ng Japan基金

1,715,338円寄付教育推進寄付

4(Ю ,∝Ю円ファンドレイシ
゛
ンク・スクール奨学金寄付

62,αЮ,049円受取助成金

13,KM,885円受取補助金

132,3〔D,∝Ю円事業 収益

円その他収益

2,71Ю 円受取 利息

117,400円為替 差益

円

242,641,∝ 0円△
ロ 計

借   入   先 金  額

なし 円

円

△
口 計 円

なし

促進法施行規則第32条第 1項各号 してい す。以下同じです。



2 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引

及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけ
るそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

その他の取引条件等譲 渡 価 格
譲 渡

年月日

法人との

関 係
譲渡資産の内容取引先の氏名等

―一般価1各30,800円か

ら5,500円引き
25,300円

2023年

12月 10

日～

2024年

2月 20日

カンファレンス対

面チケツト+オン

デマンド

(FRJ2024フ ァン

ドレイジ

ング・日本2024)

取 引 内 容 等取引金額住所又は所在地氏名又は名称

助成金49,974,500円

  

  

 

事業収益14,890,668円

事業収益14,796,446円 

補助金7,000,000円

助成金5,000,000円

(1) の生ずる取引の上,

(2) 用の生ずる取引の上.

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取 引 内 容 等取引金額住所又は所在地氏名又は名称

業務委託費11,594,000円

業務委託費10,234,880円

業務委託費10,000,000円

業務委託費10,000,000円

業務委託費10,000,000円



一般価格15,400円か

ら3,300円引き

2023年

12月 10

日～

2024年

3月 19日

12,100円

カンファレンスオ

ンデマンド

(FR12024フ ァン

ドレイジ

ング。日本2024)

11,000円
一般価格16,500円 か

ら5,500円引き

2023年

4月 1日

～2024

年3月 31

日

准認定ファンドレ

イザー必修研修

一般価格66,000円か

ら22,000円引き

2023年

4月 1日

～2024

年3月 31

日

44,000円選択研修 (応用)

一般価格16.500円 か

ら5,500円引き
11,000円

2023年

4月 1日

～2024

年3月 31

日

選択研修

一般価格8,800円 から

3,300円引き
5,500円

2023年

4月 1日

～2024

年3月 31

日

選択研修

一般価格3,850円から

1,650円引き
2,200円

2023年

4月 1日

～2024

年3月 31

日

選択研修

一般価格2,200円から

1,100円引き

2023年

4月 1日

～2024

年3月 31

日

1,100円選択研修

円

その他の取引条件等
貸 付

年月日
対価 の額貸付資産の内容

法人との

関 係取引先の氏名等

円
な し

口 資産の貸付け(金銭の貸付けを含む。)



その他の取引条件等

役務の

提供年

月日

対 価 の額
法人と

の関係

役務の提供の内

容
取引先の氏名等

業務委託契約による

2023年

4月 1日

2024年

3月 31日

10,234,880円業務委託費

業務委託契約による550,000円業務委託費 同上

業務委託契約による1,925,000円業務委託費 同上

66,000円 謝金規程による同上講師謝金

謝金規程による同上 20,000円講師謝金

謝金規程による168,000円同上講師謝金

謝金規程による同上 100,000円講師謝金

業務委託契約による同上 4,552,000業務委託費

業務委託契約による4,377,000同上業務委託費

業務委託契約による同上 2,242,000業務委託費

業務委託契約による2,173,000業務委託費 同上

業務委託契約による1,320,000同上業務委託費

業務委託契約による同上 1,130,000業務委託費

業務委託契約による1,034,000業務委託費 同上

業務委託契約による1,010,000同上業務委託費

業務委託契約による894,000同上業務委託費

業務委託契約による860,000同上業務委託費

669,000 業務委託契約による同上業務委託費

業務委託契約による同上 610,000業務委託費

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)



業務委託契約による同上 577,000業務委託費

550,000 業務委託契約による業務委託費 同上

550,000 業務委託契約による業務委託費 同上

業務委託契約による同上 550,000業務委託費

業務委託契約による同上 440,000業務委託費

305,000 業務委託契約による業務委託費 同上

業務委託契約による同上 290,600業務委託費

業務委託契約による270,000業務委託費 同上

217,000 業務委託契約による同上業務委託費

業務委託契約による同上 188,000業務委託費

業務委託契約による160,600業務委託費 同上

154,000 業務委託契約による同上業務委託費

業務委託契約による同上 121,000業務委託費

謝金規程による66,000同上講師謝金

謝金規程による52,000同上講師謝金

謝金規程による同上 44,000講師謝金

謝金規程による44,000同上講師謝金

33,000 謝金規程による同上講師謝金

謝金規程による同上 33,000講師謝金

謝金規程による33,000同上講師謝金

謝金規程による30,000同上講師謝金

謝金規程による同上 27,000講師謝金

謝金規程による同上 25,000講師謝金

謝金規程による20,000同上講師謝金

謝金規程による15,000同上講師謝金

謝金規程による10,000同上講師謝金

10,000 謝金規程による同上講師謝金



3寄 附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20
万円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

4 役員等に対する報酬又は給与の状況 [⑤イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。)、 口 給
与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額]

氏名 寄附金額 受領年月日

 200,000円

円

2024年3月 25日

役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者

と特殊の関係にある者 (注
1)(以下「役員等」という。)に対する報酬又は給与の支給について記載してくださ

い。

(注 1)「役員、社員、職員若しくは寄附者若 しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と

特殊の関係にある者」とは次の者が該当します。

① 役員、社員、職員若しくは寄附者若しくはこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族
② ①の者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者
③ ①の者の使用人及び使用人以外の者で「役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若し
くは三親等以内の親族」から受ける金銭その他の財産によつて生計を維持している者

④ ②又は③に掲げる者の配偶者若しくは三親等以内の親族でこれらの者と生計を一にしている者

イ 役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (口 を除く。 )

注 2 を に しま

ロ 与 の総数及び当 る 与の総額

支 給 期 間 等 支 給 金 額法人との関係

(注2)

報酬・給与の

区   分氏   名 職 名

5,900,000役員報酬 2023年4月～

2024年3月

2023年6月～

2024年3月

2,500,000役員報酬 

3,200,000役員報酬 2023年4月 ～

2024年3月

 

2023年4月 1日 へ′2024年3月 31日集計期間

左記の職員に対する給与総額給与を得た職員の総数

59,844,I渇円13人



5 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

6 1海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び

にその実施日]

支出先の名称等 住所等 支出年月日 支出金額 寄附の目的等

 

2023年7月 14

日

2023年8月 24
日

2023年 12月
26日

2024年2月 26

日

2024年2月 26

日

10,∝Ю円

8,(XЮ 円

10,αЮ円

1(Ю,000円

10Q∝Ю円

活動資金

活動資金

活動資金

|

|

|

活動資金

活動資金

 

202響手2月 26
日

【Ю,領Ю円

18
1(Ю,αЮ円

日

18
IЮ,∞0円

日

2024年3月 26

日
10,α)0円

2024年3月 26

日

202年3月 26
日

3(Ю ,αЮ円

10QⅨЮ円

26
1(Ю,αЮ円

日

202“■3月 26
日

10,∝Ю円

円

活動資金

活動資金

活動資金

活動資金

活動資金

活動資金

活動資金

活動資金

2∞,916円 が仕訳間違い

で決算の金額に入って
いる

合  計 1,048,αЮ円

2024年3月

2024`午・3月

|



実 施 日 使 途 金  額

2024年3月 5日 .

2024年3月 27日

28日 .

Basic Survey on the Overceas Development of the Japanese
Children's Cafeteria Model in Taiwan 100,000 TWD

FR12024

FR12024の

485,755円

ab,1“ 円

305,040円

円

円

壇旅費



チェック欄法人名 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ 3分の 1以下であること
(1)役員及びその親族等
(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること
ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

15人 0人 0%

申請時

イ

役員数

区

③
2 13.

⑮
人 %人 人

◎
人 %人 人 %

①
人 %人 %人

◎
%% 人人 人

①
人 %人 人 %

人 %人 %

③

項  目

年 月 日～ 年 月 日

年 月 日～ 年 月 日

年 月 日～ 年 月 日

年 月 日～ 年 月 日

割 合

④分

最も人数が多
い「親族等」
のグループの

人数

割 合

(④÷①
)

年 月 日～ 年 月 日

(②÷①
)

最も人数が多い「特定

の法人の役員又は使用

人である者及びこれら

の者の親族等」のグル

ープの人数

2023年 4月 1日 ～2024年 3

月 31日

各欄の人数等は、第3表付表 1「役員の状況」から転配してくだ

③及び⑤については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

各社員の表決権が平等である ③ ⑥ ◎ ① ◎ ①
申 請

時

はい

いい

え

は い

い い

え

はい

いい

え

は い

いい

え

はい

υ` レ`

え

はい

いい

え

はい

い い

え

ロ

さい。(注 1)

(注2)

書式第 7号 (法第44条・51条・58条

認定基準等チェック表 (第 3表 ) (初葉)

認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時におい

ても記載及び添付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載し

た事項について、添付を省略することができます。

第 3表 (次葉)

ψ

人



項
口
日 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている

は い
はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類

の保存を青色申告法人に準じて行っている

回コ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

13壼付 ] E2 『 | 1滉」を|

項
日
【 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚

偽の記載がある等の不適正な経理の有無
有・□ 有 。無 有・無 有 。無 有 。無 有 。無 有 。無

ハ

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、改めて記載する必要はありません。

「認定基準等チェック表」 (第 3表 )

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認するこ

とができないものをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。

なお、意図的にその支出先を明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることにな

り、認定を受けることはできません。

注 意 事 項項 目 記 載 要 領

区分欄の「◎～①」の各欄には、実績判定期間の

各事業年度 (又は各年)を記載します。

第 3表付表 1「役員の状況」を記載して、「①」、
「②」及び「④」の各欄に該当する人数を転記しま

す。

イの各欄

「上記を証する書類の名称とその

内容等」欄には証する書類の内容を

文言のとおりに記載します。

口の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄に

は、例えば、「定款 (又は会則)第○条に『各正会

員の表決権は、平等なものとする』と規定」のよう

に記載します。

① 子会計について公認会計士又は
監査法人の監査を受けている」の

L笙ユ !二
'QLし
L塁全LL監

量Ш■と堕ユエ≦量望二
② 「曖韓書類の備付け、取引の記
録及び曖簿書類の保存を■色申告

法人 lこ準して行っている」の「は

表付表2「蝿鐘組織2塗ュ上生邑

い」に 区⊇上し

董上益生立てください。

場合には、第 3

ハの各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する

各期間 (「④」から「①」)を示したものです。

の各欄 該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イに記載する

各期間 (「③」から「①」)を示したものです。

記載要領の補足

郵
劃

Ｆ
ド
「
―



法人名
特定非営利活動法人日本ファンド

レイジング協会
③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

役  員  数 15人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

2人 人 人 人 人 人 人

書式第 8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況

伊藤美歩 理事

○

第 3表付表 1

就任

平成 22年 3月 12
日

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏   名 住  所 職名 続柄等
④ ⑤ ◎ ① ◎ ①

申

請

時

就任・退任

年月日

鵜尾雅隆

山元圭太

鳴崎貴泰

有馬充美

理事

理事

理事

理事

○

ヽ
ノ
′
ヽ

○

○

就任

平成 22年 3月 12
日

就任

平成 27年 6月 18
日

就任

平成 30年 6月 7日

就任

令和元年 6月 3日

久住(岸本)幸
子

理事 就任

平成 22年 3月 12
日○

弘 理事 就任

平成 30年 6月 7日○

黒田武志 理事

○

就任

平成 30年 6月 7日



鈴木 栄 理事 就任

令和元年 6月 3日○

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に配載した事
項について、添付を省略することができます。

徳永洋子

山崎 庸貴

相浦 圭太

田中皓

早瀬昇

理事

理事

理事

理事

監事

○

○

○

○

○

就任

平成 22年 3月 12
日

平成 26年 6月 18
日

平成 22年 3月 12
日

就任

令和元年 6月 3日

就任

令和元年 10月 10

日

監事

○

就任

令和 3年 6月 15日
渡邊(工藤)敦
子



書式第 9号 (法第44条・51条・58条関係)
帳簿組織の状況 第 3表付表 2

法人名 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳 会計ソフト「会計王

MAl]使用
ルーズリーフ

年1回 7年

NPO会計日誌 (現金出納帳) 手書き冊子 随時 7年

賃金台帳 給与計算ソフト「給料

王」使用

ルーズリーフ

月 1回 7年

在庫明細表 エクセル使用

ルーズリーフ

随時 7年

固定資産台帳 会計ソフト「会計王

MAl」 使用

ルーズリーフ

年1回 7年

(記載要領)

「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝票」、「出金伝票」、「振替伝票」、「現金出納帳」、「総勘定元帳」な

どのように記載します。
「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。

「記帳の時期」欄は、「随時」、「毎日」、「一週間ごと」のように記載します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した内

容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表 ) (七

"E)
チェック欄特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会法人名

′

口 侵員等に対し報酬又Iま恰与の支綸に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人と

当法人との間の資産の議饉等に日して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人の財

産の遭用及び事業の運営に関して特男lに,利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上記イの

活動を行う者又ぼ特定の公いの候補者着しくIま公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 安‖辟聰営期間における事業費の総輌のうち特定非営利活動に係る事業■の顔の占める割合が80%以上であ

ること

二 刻臓判定期間における受入寄附金総額のフ0%以上を特定非営利活動の事業■に充てていること

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又閾政治活動等を行っていないこと

① 申蘭事寺◎◎ ①③ ⑮日
【項

有 。無 有 ・ 無有 。無有 。無 有 。無有 有 。無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者を

教化育成する活動

有 。無 有 。無有・ 無 有 。無有・ 無有 国 有 。無
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに

反対する活動

有 。無有 。無有 。無 有・ 無有 。無 有 。無有 □
特定の公職の候補者若しくは公職にある者又

は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対

する活動

ロ

項 目 ③ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申蘭静寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の決泳 当法人

とその活動内容及び事業規模力藩似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対す

る報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他役

員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供与

の有無

有・国 有・無 有・無 有 。無 有
。無 有・無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の議渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有。国 有。無 有。無 有・無 有
。無 有。無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特男lJの利益の供与の有無
有・国 有・無 有。無 有。無 有・無 有

。無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有。国 有。無 有。無 有
。無 有。無 有・無 有。無

∝重1申D
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第

"条
第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出響Dの 提出時においても記載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 0ヽ政び
二)の配載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつて:ム 法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出響順)に配載した事項につい

て、改めて記職する必要はありません。



認定基準等チェック表  (第 5表 )

ェック表第 5表は、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添
付する必要があります。
・認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。

チリク欄法人名 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等 (個人

所に係る記載の部分を除いたもの)

口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他
一定の事項等を記載した書類

へ 助成の実績を記載した書類

Ｆ
０ ヽ″

1) セに
ヽ るせて 閲

て
覧

つ ノ
をそ
イ

つ
お `)

同 意
させるこ
等がある

る。
.の細則 (社内規則)等を添付してくださる は、そ

⌒

じタ しない

の 10

イ

人以上の者の氏名及び住所又は居所を記した書面)

② 役員名簿
③  定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写し)
※いずれも認定基準の対象となるのは、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

1 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
2 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
3 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位 5者との取
弓|

役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれ

ホ

らの者と特殊の関係のある者との取引

C)寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該
法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が20万円以上であるものに限る。)の氏名並びにそ

の寄附金の額及び受領年月日

⑤  役員等に対する報酬又は給与の状況
a役員等に対する報酬又は給与の支給の状況 (bに係る部分を除く。)

b給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

④  支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

注 意 事 項記 載 要 領目項

こニ

正当な理由がある場合を除き

い ^



書式第 14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会

チェック欄■
「

口
篠鏑:評:藤iヨ:所訂2F否lF'F事 :棄葬:戻:あ平調:ワl:竃:胃lFi騒肩i百:圏吾第フ8条に規定する事業報告書等

を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

①◎◎ ①⑮④

有 ・ 無有 。 無有 。 無有 ・ 無 有 ・ 無有 ・ 無

コE

コE ク

コE

「認定基準等チェック表」 (第 6表)記載要領

７
・

(注意事項)
。 法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6
表及び第 8表)は、記載する必要はありません。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第 8表)の記載の必要はありませ
ん。また、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改めて記載する必
要はありません。

チェッタ欄

´
何らかの利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと
7 のてヽ

申請 時◎ ①◎ ①⑮④

有 ・ 無 有 ・ 無有 。 無有 ・ 無 有 ・ 無有 命
Чギ
有 。 無

エ ツ

時に記載及び添付する必要があります。

チェック欄

「

軍講署罰 函「こ肩「薩葬置祠朝覇顎π巧扉「画 5τ・`で1~二そ7'護立の日以後 1年を超える期間

が経過していること

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月   日

項 目 訂
~T載
 要  領 注 意 事 項

各欄共通
~爾
酒〒落=砺

|万可百1~で囲みます。 「③」から l①」について

は、認定基準等チェック表

(第 3表 )のイに記載する各

期間 (「④」から「①」)を
示したものです。



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営禾!厳ヨヨ珈供人日本ファンドレイジング協会 チェック欄

次のし
'る法人

は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

′

イ 認定特定非営利活動法人が認定を取 り,肖された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を取

た場合|こおし`て その取消しの原因となつた事験勁`あった日以前 1 年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特

例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの 日か b 5 年を経過しなιヽもの

口 崇錮以上の刑に処せられ その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しな
し嗜
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等田 )若

しくは暴力行為鋼削Linttr)罪を犯したことにより、又は国税着しく!J也な税に関する1法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その1執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者

二 暴力団の構成員等餞2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画自の内1容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認

5 ::::り il[11'11['I:)ll〕

'1【

,il:l::lll!!||ラ |lli・
:ll'lll ら3年を経過

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

９
“ 認定又は特伊疇認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 はい

3 定款又は事業計画1書の内容が法令等に違反している法人 はい。同 えヽ

ｒ
Ｏ 国開蘇 る動 l蜘見又l測防税lこ係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 lれ 。ヽEヽいえ

6 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はい・

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 BL\.IM

役員のうち、次のいずれ力ヽこ該当する者の有無

認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特

"鵬

症特定非営

":膳

ヨ法人が特伊厠定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営和.活動法人又は当卿 1闇定特定非営和:活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有。国

禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を発3畳しない者の有無
有 □

特定非営和括コ醍進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、制 1に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有 「コL4コ

暴力団の構成員等の有無 有・回

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
レ`いえはい

瀞
薇

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、」L菫ヒ11三£整奎]西日磐圧塑圏目日目菫望」壁菫」L睦」冒」LLE」 [堕園国璽壁薔

」量2二上_並型墜l国里§劃:運]□[憂堕菫E憂」塑コ亜]区]里2回:塁空:L:=」回::≧翼』
=菫
]堕】型墜21垂堡盆]堕登□目塑圧]璽璽園堕

=:E全
二生__

(注 1)その他の事敢ワ秘`ある昴 よその他の事務所所在の滞納陛創こ係る納剛 書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

イ

ロ

ハ

いヽ
|




